
地建興業株式会社

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画

社員が仕事と子育てを両立させることができ、社員全員が働きやすい環境をつくること

によって、全ての社員がその能力を十分に発揮できるようにするため、次のように行動計

画を策定する。

１ 計画期間 令和 3 年 6 月 1 日～令和 8 年 5 月 31 日

２ 内  容

◆その１

＜目標＞

計画期間内に、育児休業の取得状況を次の水準以上にする。

男性社員・・・・・取得率 20％以上とすること。

※企業独自の育児を目的とした休暇制度取得は 90％以上とすること。

女性社員・・・・・取得率 95％以上とすること。

＜対策＞令和 3 年 8 月～

・全社員に対して、社内広報を活用した周知・啓発の実施

・相談窓口の設置と事前情報の収集体制構築を行い、配偶者が出産予定の社員・出

産前の社員に対し、会社の休暇制度、育児休業取得制度の個別説明を実施

・育児休暇取得の希望時、所属長・チームの理解・協力を得られるように面談実施

  

◆その２

＜目標＞

令和 8 年 5 月 31 日までに、以下の措置を拡張する

＊育児休業の対象者拡張     最大 2 歳 6 ケ月→最大 3 歳

＊子の看護の対象者拡張     小学校 2 年就学まで→小学校 3 年就学まで

＊育児のための所定外労働の制限 小学校就学まで→小学校 2 年就学まで  

＊育児のための時間外労働の制限 小学校 2 年就学まで→小学校 3 年就学まで

＊育児のための深夜業の制限 小学校 2 年就学まで→小学校 3 年就学まで

＊育児短時間勤務        小学校就学まで→小学校 2 年就学まで    

  

＜対策＞

令和 3 年 9 月   労働者のニーズの調査、制度の詳細に関する検討開始

令和 4 年 1 月～  社内広報を活用した周知・啓発の実施

       ニーズに応じた制度の改定

令和 3 年 6 月 1 日


